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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文は以下の各章から構成されている。 
 第１章では、女性労働市場に対する理論的な先行研究をサーベイし､これまでの研究の問題点と本論文で明ら
かにすべき研究課題を提示している。筆者はここで、韓国におけるこれまでの女性労働市場に関する研究が、
「個人的なレベルの現象的分析」にとどまっていると分析し、新たな研究課題として、①ジェンダーエンパワ
ーメント向上の有効性を検討する必要性、②女性労働市場に対する構造変化を検討する必要性、③性平等に関
する働く女性たちの意識調査を行う必要性、を指摘している。 
 第２章では、「性不平等化」を解決するために展開されてきた韓国の女性政策について考察している。ここで、
筆者は、ドラステックな構造改革を実施した金大中政権（1998～2002年）を前後する時期を中心に、女性政策
にはどのような変化が見られたのかを検討している。金大中政権は女性政策の専門機関を省庁に昇格させ、間
接差別禁止条項の制定、出産と育児の社会化、女性割当制、性差別に対する是正勧告権の付与など「ジェンダ
ー主流化政策」を実施し、性平等化を目指して法制度を整備してきた。筆者は、金大中政権以前の女性政策は
「もっぱら女性をめぐって顕在化した問題を解決する」ために策定されていたのに対し、金大中政権のそれは
「男性と女性の差異を認め、その差異を政策に反映」させるものであったと指摘する。そして、1990年代は「法
制度上における女性政策のパラダイム転換がみられた」と評価している。 
 第３章では、女性の経済活動への参加類型、就業形態、職位などから、女性労働市場の分断構造の変化に迫
っている。筆者はここで、1990年代以降の韓国女性の高学歴化と女性政策の変化を背景に、企業も雇用政策を
変化せざるをえなくなり、女性労働を活用するための多様化政策を実施するようになったと指摘する。そして
女性政策の変化と、こうした企業の雇用政策の変化に、女性の職場参加の多様なパターン選択が加わることで、
女性労働市場は「三重構造化」したと筆者は分析する。 
 第４章では、第３章の研究を掘り下げるため、金融機関を事例に企業内部のおける女性労働市場の分断構造
の実相に迫っている。筆者はここで、幾つかの金融機関に対する調査から、金融業の内部労働市場における女
性労働が、これまでコース別人事管理制度の下で下位職にとどめられてきた単一構造から、ジェンダー主流化
政策の結果、「ポジティブ制度」の恩恵を受けて基幹業務に昇進できる第１グループ、昇進できずに下位職にと
どまる第２グループ、「ネガティブ制度」に組み込まれた非正規職の第３グループの三層に分断し、「三重構造
化」してきたことを明らかにしている。 
 第５章では、通貨危機以降に導入された新しい人事制度が、女性労働市場に与える影響について考察してい
る。筆者はここで、企業の人事管理の新しいモデルとして、Ｋ銀行の「新人事・新報酬制度」を取り上げ、そ
の問題点を考察している。筆者によると、「新報酬制度」が適用されるのは正規職に限定されるため、非正規職
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に置かれた多くの女性労働者は新しい人事管理制度の下では「ネガティブ制度」に巻き込まれる危険性があり、
このままでは女性内部の格差が一層拡大すると警告している。 
 第６章では、ホワイトカラーに就く大卒女性勤労者にアンケート調査やインタビューを実施し、女性勤労者
の職場に対する意識と彼女たちが置かれた状況を再検討している。これまで韓国では、労働市場における性分
離の要因として、儒教の影響を受けた企業文化、男性中心の企業文化、企業内部における直接的性差別、職場
の男性社員による差別などが指摘されてきたが、調査（インタビュー）でも、こうした要因が根強く存在して
いることを筆者は指摘している。しかし、一方で、多くの女性が「こうした性差別が将来解体する」という期
待を持っているという女性労働者の認識の変化も調査から読み取っている。 
 最後に、終章では、こうした韓国における女性労働市場の変化を踏まえたうえで、筆者は、非正規職の女性
労働者や性差別解体に向けて、政府が今後実施すべき政策を提言している。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 論文の評価 
 本論文は、金大中政権期を前後する韓国における女性政策の展開と、女性労働市場の変化について考察した
ものであるが、以下の点で秀でた研究成果を有していると思われる。 
 まず、これまで日本では余り論じられることがなかった韓国の女性政策の実態を、その背景から展開過程、
企業への波及効果にいたるまで、詳しく紹介した意義は大きい。これは、アジアでも立ち遅れた日本の女性政
策の在り方を再考する上でも、大きな教材を与えてくれたと言える。 
 とはいえ、日本でも、社会政策や労働経済の分野で、数多くの研究が「性差別が存在すること」を繰り返し
指摘してきたことも、周知の事実である。だが、本論文の最大のオリジナリティーは、韓国の労働市場や企業
の人事システムを事例に、「男女差別がどのように行われているか」を明らかにしたことにある。 
 特に、金融機関を事例に、女性労働市場の分断構造の変容を、女性勤労者へのインタビューやアンケート調
査を通じて、実証的に解明した点は高く評価できる。韓国でも、構造改革以降の経済システムの変化に関する
実証研究が進みつつあるが、本論文はこうした研究分野に、ジェンダーの視点から新たな切りロを提供したと
言えるだろう。 
 しかし、こうした金融機関における女性労働市場の分断構造は、他の企業でも一般的な現象であるのか、そ
れとも金融機関に特有のものであるのか。つまり女性労働市場の「三重構造」は他の業種でも顕在化した現象
であるのか。本論文の結論を一般化するには、製造業やサービス業の現場でも実態調査を行い、検証してみる
必要があるだろう。今後、さらに研究を深めることで、こうした問題点を克服していくことが望まれる。 
 
 審査の結論 
 上記三者の審査委員による審査結果を総合し、上記論文は課程博士の学位付与に値する業績であると判断す
る。 
 
